
世界システムと社会主義
一存続と解体の論理一一

山田信行
２０世紀末の世界を特徴づける傾向の一つは、資本主義の全般的な専一化、すなわち資本主義的諸関係によ

る非資本主義的諸関係の解体・代替である。社会主義的諸関係もその例に漏れるものではない。しかしなが
ら、世界はすでに資本主義という単一のシステムから構成されると主張する世界システム論においては、
"社会主義”という関係の位置づけとその動態が不明確である。本稿における試みは第一に、社会主義的諸

関係との関連で世界システム論の理論的スタンスを批判的に検討し、一応は世界システム論の理路に沿いな
がら、その文脈に社会主義という関係を位置づけることに当てられる。第二に、市場システムとの接触が社
会主義に変質と危機の傾向を発生させる一端を担うことを理論的に論証する。その結果、今日の社会主義の
解体が、主として経済的関係のレベルでは一定程度必然的な帰結であることを明らかにする。

第二の非資本主義的諸関係とは、いうまでも
なく社会主義的諸関係であるo1980年代半ばか
ら開始されたソヴィエト連邦における改革（ペ
レストロイカ）とその後の政治システムの崩壊、
1989年以降の東欧諸国における革命、中国にお
ける資本主義メカニズムの導入による改革、な
どといった一連の事象は、前資本主義的諸関係
だけではなく社会主義的諸関係をも解体され、
資本主義的諸関係に代替されていくことを示し
ているように見える。
もっとも、上記のような事象が起こるまでも

なく、世界は資本主義という単一のシステムか
ら構成されていると主張する議論がなかったわ
けではない。いうまでもなく、ウォーラステイ
ンを指導者とする世界システム論がその一つで
ある。しかしながら、この議論においては、
"社会主義”という呼称を当てられた部分が世

界内に存在することが言及されながらも、必ず

1．問題の限定

２0世紀末の世界を特徴づける傾向の一つは、
資本主義の全般的な専一化、すなわち資本主義
的諸関係による非資本主義的諸関係の解体・代
替である。このような非資本主義的諸関係とし
て第一には、前資本主義的諸関係をあげること
ができよう。かつては発展途上国の農村などに
広範に残存していたこの関係も、いわゆる
NIEsの登場に象徴されるように、1970年代か
ら本格化した資本主義的工業化によるかなりの
程度の賃労働者の蓄積によって、解体の傾向に
ドライブがかかっていることは疑いえない。発
展途上国においても、前資本主義的諸関係はか
つて主張されたようにブロックされて存続する
わけではなく、解体に向かうと考えるべきであ
ろう。
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しもその部分は、この議論の理論的体系に明確
に位置づけられているとは思われない。そもそ
も、世界システム論においては“社会主義”が
まがりなりにも一度は成立し(rise)、一定期間
存続し(survive)、現在解体し(demise)つつある
ことはどのように説明されるのであろうか。
このような問題は、世界を資本主義という単

一のシステムから構成されると考えることに端
を発している。かねてより、われわれは前資本
主義的諸関係との関連で、世界システム論のこ
のような理論的スタンスを批判してきた（山田，
1990;1992)。本稿における試みは第一に、社
会主義的諸関係との関連でこの理論的スタンス
を改めて批判的に検討し、一応は世界システム
論の理路に沿いながら、その文脈に社会主義と
いう関係を位置づけることに当てられる。
試みの第二は、社会主義の動態に関連してい

る。今日的な視点から眺めるとき、社会主義が
解体に向かっていることは否めないと思われる
が、それはどの程度必然といえるであろうか。
本稿では第一の試みを受けて、資本主義との関
連に留意しながら市場システムとの接触が社会
主義に変質と危機の傾向を発生させる一端を担
うことを理論的に論証する。この際、生成・存
続・解体という社会主義をめぐる三つのフェー
ズのうち、存続と解体のそれに議論を限定し、
歴史的・具体的な事例分析よりも議論を一定程
度抽象的な水準に設定することで、上記の理論
的メカニズムの特定を眼目にしたい。この試み
は、まず世界システム論における社会主義の位
置づけを確認することから開始される。

義という単一のシステムであることが強調され
る。このような議論の枠組において､社会主義
という一般的には資本主義とは異質だと考えら
れる関係はどのように位置づけられているので
あろうか。われわれの課題に照らすならば、以
下のような諸点が明らかにされる必要があろ
う。
すなわち、第一に社会主義諸国はシステムの

内部に包摂されているのか、それともシステム
にとっての「外部世界」であるのかという問い
が答えられなければならない。第二に、仮に社
会主義諸国がシステムの内部に包摂されている
とするならば、システムにおけるどのような位
置が付与されることになるのか明らかにされな
ければならない。システムにおける位置とは、
いうまでもなく中核(core)、半周辺(semi-
periphery)、周辺(periphery)という三層から
なるそれにほかならない。第三に、本稿の課題
設定に則るならば、一定期間存続した社会主義
諸国が現在解体しつつあることの根拠が提示さ
れなければならない。
まず、第一の問いに関しては、社会主義諸国

も世界システム（＝「資本主義世界経済」
capitalistworld-economy)の内部に包摂されて
いることが主張される(Wallerstein,1979:
chap.5;1984:chap.5;1991-b:143)。もっとも、
"社会主義”が資本主義とは異質の要素を包含

していることは認識されているようで(1)、その
システム内存在の主張も消極的なものに留まっ
ている感はある。社会主義諸国がシステムに包
摂されていることの根拠としては、これらの諸
国が依然として「価値法則」にしたがっている
ことがあげられている。社会主義諸国が「価値
法則」にしたがっていることの例としては、こ
れらの諸国が世界市場に統合されていることに
加えて、「革命」後に展開してきた工業化にお

2．世界システム論における社会主義

ウオーラステインを指導者とする世界システ
ム論においては、あらゆる文脈で世界は資本主
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を通じて、システム内における勢力を維持し,て
きたというのである。
以上のような回答をわれわれの課題設定に沿

って評価してみよう。第一の回答と第二のそれ
とは、密接に連関している。社会主義諸国が世
界システムの内部に存在しているためには､当
該システムの内的論理に沿ってこれらの諸国の
経済活動が営まれていなければならない。ウオ
ーラステイン自身は、この点に関して資本主義

的な「価値法則」がこれらの諸国にも貫徹して
いることをもって、システムに内在しているこ
との論拠としようとするのだった。
しかし、世界システム論において「価値法則」

が言及される場合には、第一義的には「不等価
交換」(unequalexchange)におけるそれであっ
たはずである。世界システム論によれば、世界
的な市場交換によってシステムの実質である国
際分業が生起するとともに、価値あるいは余剰
(surplus)の国際的な移転がおこる。このよう
な移転のメカニズムが、不等価交換にほかなら
ない。不等価交換による価値移転によって、世
界システムはハイアラキカルなそれとして構成
されるのであった。
不等価交換においては、交換関係の一方の当

事者から他方のそれへと価値が移転する。世界
システム内部のこのような交換において、価値
が移転してくる位置が中核であり、それにたい
して価値が流出する位置が周辺にほかならな
い。半周辺は、中核に対しては価値が流出する
一方で、周辺からは価値が流入する位置として

措定される(eg.,Wallerstein,1979)(4)。社会主
義諸国が、システム内部の上記のような位置に
配分される根拠が明確ではない原因は、市場に
おける交換関係がどのような形式でとり結ばれ
ているか、分析されていないことに求められる。
なるほど､ウオーラステインの「回答」には

ける効率性の重視が指摘される(2)。つまり、資
本主義とは異質な要素が存在するものの、資本
蓄積を大規模にかつ迅速に押し進めることに国
家的目標が設定されていたことは、これらの諸
国が「価値法則」から自由ではなかったことに
なるらしい(Wallerstein,1979:244;1984:54-55)｡
第二の問いに対する答えは、一応は与えられ

ている。例えば、ソ連は中核、中国・朝鮮・ヴ
ェトナム・東ヨーロッパの大部分は半周辺に位
置づけられているようだ(1979ibid:100)。し
かし、その根拠ということになると必ずしも明
確な形で述べられていない。つまり、世界シス
テムの内部に包摂されている社会主義諸国は、
国際分業上のどのような位置を占めているのか
明らかではない。システムが成立していること
は、その内部ではシステムの機能的要請に沿っ
た分業が営まれていることを意味する。社会主
義諸国の分業上の位置が明らかにされなけれ
ば、それが世界システムに内在する根拠を喪失
することになろう。上記の分業上の位置は、経
験的に明らかにされなければならないが、まず
理論的な推論が提示される必要がある。
第三の問いに対する答えは、極めて具体的か

つ政治的な文脈で与えられる。すなわち、社会
主義圏、特にソヴィエト連邦の崩壊は、アメリ
カ合州国によるへゲモニーの崩壊の結果である
(Wallerstein,1991-aopcit.:2,90)(3)。翻ってい
えば、社会主義圏が「資本主義世界経済」の内
部にありながら存続しえたのは、アメリカ合州
国がへゲモニーを行使しえたからであるとい
う。ウオーラステインによれば、アメリカ合州
国とソヴィエト連邦とは（特に第二次世界大戦
後においては）暗黙の「協約」(agreement)を
結んでおり、互いを敵対者として設定し、それ
ぞれ「自由主義」と「社会主義」というイデオ
ロギーによって自らのブロックを統合すること
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資本主義的な「価値法則」には言及があるもの
の、システムを規定する交換関係のレベルにお
けるその貫徹のありかたは詳らかではない。社
会主義諸国が世界システムに内在することを明
確に示すためには、これらの諸国が世界市場に
おける交換関係をどのような形式でとり結んで
いるかを理論的に特定しなければならない。翻
っていえば、そのような作業を通じてはじめて
社会主義諸国が世界システムに内在することを
示すことができるのである。
第三の回答については、どうであろうか。こ

の回答についても、上の二つの回答に対して行
った批判と同趣旨のそれを行う必要がある。ウ
オーラステインの「回答」は、「国家間システ
ム」におけるレベルで提示されており、「資本
主義世界経済」のそれにおいてではない。ウオ
ーラステインによれば、「国家間システム」

(interstatesystem)は「資本主義世界経済」の
「政治的上部構造」であるという(eg . ,
Wallerstein,1984)｡「政治的上部構造」の概念
的内包についての言及はみられないが、おそら
く古典的なマルクス派の議論にみられる「土
台一上部構造論」の援用であろう。
そうであるならば、「上部構造」は「土台」

である経済（＝「資本主義世界経済｣）の論理
に規定されているはずだから、「上部構造」レ
ベルで社会主義の解体が議論される前に、その
｢土台」のレベルで解体の原因が追求されてし
かるべきであろう。さらに、「土台」である
｢資本主義世界経済」は、交換関係のシステム
であるのだから、一定期間存続した社会主義が
解体しつつある原因も交換関係のありかたに求
められるのではなかろうか。
加えて、ウオーラステインの｢回答｣は極めて

具体的なレベルで与えられているために、社会
主義の解体がどの程度必然の産物なのか、必ず

しも明らかではない｡｢国家間システム」におけ
るへゲモニーの成立が極めて困難であり、その
存続も長期に及ばないことは述べられているけ
れども、アメリカ合州国のヘゲモニーの最終的
な解体をもたらした直接の要因はかなりの程度
コンテインジェントなものではなかったか。だ
とすれば、社会主義の解体も極めてコンテイン
ジェントな要因に依存しており、そのような要
因が存在しなければ依然として社会主義は存続
し続けたということになろう(5)。いずれにせよ、
この議論に決着をつけるためには、世界システ
ムの「土台」である交換関係のレベルで社会主
義解体の傾向が明らかにされる必要がある。
以上、われわれは本稿の課題設定に則って、

世界システム論における社会主義の位置づけと
その存続・解体の根拠を評価してきた。その結
果、ウォーラステインが提示している議論は、
交換関係が軽視されていることに示されるよう
に、彼自身の世界システム論の体系に必ずしも
依拠しているものではないことが明らかとなっ
た。以下では、世界システム論の理路に沿いつ
つ、それにいくつかの修正を加えることによっ
て本稿の課題を果たしていこう。

3．システム内社会主義の動態一
一つのモデル

(1)社会主義社会の規定
世界市場において交換されるものは、いうま

でもなく生産された財である。財は交換に先立
って生産されていなければならない。したがっ
て、世界システム論の理路に沿って、交換関係
のありかたを分析の中心において議論を進める
としても、直ちにわれわれは当該の財の生産の
ありかたへと関心を移さざるをえない。不等価
交換が起こる場合でも、当該の交換がまさに不
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会（＝「国家資本主義｣）と捉えるものが存在
する一方で、真の社会主義と評価するものも存
在するということになる(6)。
この種の議論は、すべて具体的対象としての

ソヴィエト連邦や東欧諸国の本質あるいは構造
を把握しようとする試みにほかならない。それ
に対して、われわれの試みは冒頭で課題設定を
行ったように、必ずしも具体的・歴史的存在と
しての社会主義を対象とするわけではない‘，む
しろ、可能態としての真の社会主義が仮に世界
システム内部に存在した場合の帰結も含めて(7)、
社会主義の動態を世界システムと関連させなが
ら理論的に跡づけようとするものである。した
がって、われわれはまず、「真正社会主義｜な
るものを理論的に措定することにしよう。
(2)真正社会主義(truesocialism)
もともと、社会主義のイメージは資本主義の

否定としてのユートピアというものだったはず
だから、社会主義的諸関係も資本主義的諸関係
の否定として措定されるはずである。指摘され
てきたように、真正社会主義社会の種差的な特
徴は、私的所有の廃絶にともなう階級の消滅、
経済活動の計画化と無政府的市場システムの縮
減、国家の“死滅”あるいは政治的性格の縮減
である(Engels,1883)(8)。今当面の目標を果た
すために、考察の対象とする関係を「生産にお
ける社会諸関係」(socialrelationsofproduction)
(9)に限定しよう。資本主義における生産の社会
諸関係は、生産手段の私的所有を媒介にして、
剰余価値の搾取一被搾取関係、労働過程の統
制一被統制関係､生産（総体）に関する知識の
占有一被占有関係としてとり結ばれることにな
る。このような諸関係は、生産当事者の生産手
段に対する種差的な関係（所有あるいは非所有）
を媒介にした階級関係にほかならない６
これにたいして、真正社会主義においては階

等価になされるためには、生産性が等しい場合
に何らかの理由で賃金が世界的な平均よりも低
く抑えられて（あるいは高く支払われて）いな
ければならないし(Amineta1.,1971)、そのよ
うな賃金の額を可能にするように生産が行われ
ている必要がある。
このように議論を進めてくると、（システム

の外部に存在することを明らかにする可能性も
含めて）世界システムにおける社会主義諸国の
位置を特定する作業には、社会主義社会におけ
る生産のありかたを分析に加えなければならな
いことがわかる。しかし、この作業を試みるた
めには、われわれは社会主義社会をそもそもど
のような社会として想定するか、換言すれば社
会主義社会の本質あるいは構造をどのように規
定するかという議論の基本的前提に立ち戻らざ
るをえなくなる。
社会主義社会の本質あるいは構造の規定をめ

ぐっては、主としてソヴィエト連邦を評価する
文脈で霧しい議論が蓄積されてきた。その出発
点となったものは､トロッキーの議論であった。
いわゆる「堕落した労働者国家」論がそれであ
る（トロツキー,1992)。この議論によれば、
ソ連は社会主義社会への移行過程あるいは過渡
期にあり、いまだに社会主義に到達していない。
この移行過程で官僚層が新たな特権層として現
れ、社会主義への到達を阻むとともに再び搾取
と抑圧を生み出している。ソ連が社会主義へと
到達するためには、特権的官僚層を打倒する必
要がある、というわけだ。

トロツキーの議論は、ソ連を資本主義と社会
主義という体制を二つの極とするスペクトル上
の一点に設定したものと了解することができ
る。その後の議論の多くは、スペクトルのどち
らかの極に評価を偏らせることによって、ソ連
を解釈してきた。すなわち、ソ連を資本主義社
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級関係は廃絶されているわけだから、その生産
の社会諸関係は、搾取の廃絶による剰余価値の
公正な分配関係、労働過程の自己統制、生産
（総体）の知識の生産者による占有として現れ
ることになろう。敷桁するならば、真正社会主
義においてはさらなる投資のために剰余価値の
一部を控除したあとは、残りの剰余は公正に分

配されるであろうし、生産者は“自由人”とし
て自己の労働に決定権を保持し、過度の労働強
化を強いられることもなくなり、生産過程総体
についての知識を獲得することによって自己の
労働の意味づけを喪失することもなくなるであ
ろう('0)。
このような生産における社会諸関係がとり結

ばれることによって、真正社会主義社会におい
ては資本主義社会と比較して、この抽象レベル
の議論ではどのような変化が想定されるであろ
うか。まず、資本主義社会における労働者の賃
金が、その再生産費（＝必要労働）に収束する
傾向があるのに対して、社会主義社会における
生産者の‘‘報酬”は、搾取が廃絶され、剰余価
値が公正に分配されているために、他の条件が
等しければ資本主義社会における場合よりも高
くなることが想定されよう。
さらに、資本主義社会における労働者は、時

間と密度で評価される労働生産性の上昇が絶え
ず要求されるのに対して、社会主義社会におけ
る生産者は自己の労働を自ら統制し、他者の強
制を受けることがないわけだから、自己の能力
の限界を越えるような過度の生産性上昇圧力か
ら解放されよう。加えて、資本主義社会におけ
る労働者は、資本家に生産（総体）についての
知識を占有されていることから、絶え間ない技
術革新（＝熟練解体）の脅威に曝されることに
なるのに対して、社会主義社会における生産者
は、自らの求めるところにしたがって技能を向

上させることが可能になる一方で、技能の向上
を伴わない技術革新は進展させない可能性があ
ろう。
このような差異を確認したうえで、資本主義

世界経済と社会主義社会とが、財を交換する場
合を考察していこう。いま、社会主義社会にお
いては計画化によって無政府的な市場交換が排
除されているわけだから、この社会独自の交換
の一般的論理は存在しない(11)oしたがって、
上記の交換を規定する論理をとりあえず資本主
義社会のそれに設定しよう。仮に二つの社会の
技術体系が同程度の水準であり('2)、人的な生
産性も同程度であるとするならば、第一局面の
交換においては資本主義社会に普遍的な等価交
換の論理が貫徹するはずである。先に行った分
析から真正社会主義社会で生産された財が、資
本主義社会における場合よりも高“報酬”で生
産されるとしても、この社会においては資本主
義社会とは異なり、私的な資本による利潤拡大
への性向も存在しないから、剰余価値の分配を
めぐる問題は発生しない。
しかし、それ以後の局面の交換においては事

情は異なってくる。資本主義世界経済において
は、先に措定した生産における社会諸関係の性
格から技術革新と生産性の向上が達成される可
能性がある。それに対して、真正社会主義社会
においては、同様に措定した生産における社会
諸関係の性格から、仮に生活の物質的向上への
性向が強くても、技術革新や生産性の向上が資
本主義社会で達成される水準を超えて進展する
可能性は小さいであろう('3)。それというのも、
真正社会主義の社会諸関係が維持されるかぎ
り、資本主義社会の社会諸関係が労働者にもた
らす水準に達するような、生産者への抑圧は許
容されないからである。
技術革新と生産性の向上は、生産される財の
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における社会諸関係は異なるタイプのものへと
転換を迫られよう。
以上のように、真正社会主義社会は自らの物

質生活を確保するために、資本主義世界経済と
のあいだに商品交換を行おうとすれば、当該社
会を規定する社会諸関係を改変せざるを得ない
し、そうすることによって世界システムの内部
での位置を獲得する可能性も生まれる。換蕾す
れば、真正社会主義社会は自らを解体すること
によって（あるいは解体されることによって)、
世界システムに包摂されることになるのであ
る。
ところで、このような行論から帰結する真正

社会主義社会の解体は、必ずしもそれが資本主
義的諸関係から成り立つ社会へと転換すること
を意味するわけではない。われわれは、真正社
会主義社会の転換という文脈に現実社会主義を
位置づけることができるかもしれない(16)o
(3)現実社会主義(realsocialism)
これまでの議論は、生産者に内的な差異が存

在しないことを前提にしてきた。議論をもう少
し複雑にして、生産者に差異が存在することを
想定するとともに、その上でより具体的な要素
として国家やイデオロギーという要素を加えて
みよう。生産者における異質性は、一般に産
業・企業・技能などの差異に対応して発生する
が、ここでは例えば相対的に技能の高いカード
ル層(cadre)が、それ以外の層とは区別瀞れ
るかたちで計画化のイニシャティブを掌握する
ことが重要である('7)。先に確認した真正社会
主義社会の危機を克服するために、このカード
ル層が生産手段の所有形式を社会的なそれに固
定したままで、控除された剰余価値の投資分野、
生産者の配置、“報酬”の分配、などに量的あ
るいは質的な差異を導入し('8)、資本主義世界
経済と競争することを想定してみよう。

低廉化をもたらすから、真正社会主義社会で生
産された財は、世界システムとの交換に際して
相対的に高価格となり、結果的に競争力を喪失
することになる。このとき、社会主義社会が資
本主義世界経済との交換を継続することは困難
になるとともに、そのことによってシステムの
外部に位置することが決定される(14)o

ところが、完全なアウターキーが不可能であ
るならば(１５)、交換が継続できないことは社会
的に必要な財を確保できないことになり、真正
社会主義社会はその構成員の物質的生活を保証
できず、重大な危機に直面することになる。こ
の危機を克服するための第一の方法は、危機の
原因を直接的に排除することであろう。それは、
いうまでもなく資本主義社会において達成され
る水準にまで、技術革新と生産性を向上させる
ことである。このとき、あくまで資本主義のオ
ルタナテイブとしての社会主義という“大義”
を温存するのであれば、真正社会主義の諸関係
は、上記の目標を達成することが可能であると
ともに、資本主義的社会関係とは異なる新たな
関係へと転換しなければならない｡
危機克服の第二の方法は、生産される財のな

かから相対的に競争力を確保できるものを選択
的に交換するそれである。この場合に想定され
る財は、資本主義社会においては技術革新と生
産性向上圧力が乏しいものが該当しよう。例え
ば、採掘産業や農業などの原料．一次産品がそ
れである。しかしながら、これらの財はまさに
世界システムにおいては、周辺において生産さ
れ、不等価交換を可能にするような低賃金によ
る財にほかならない(e9.,Wallerstein,1979)。
したがって、ここにおいても真正社会主義社会
で生産された財は、資本主義世界経済から供給
される財に対して競争力を持たないのである。
この方法を採用する場合でも、この社会の生産
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このとき、このような社会における生産の社
会諸関係は、剰余価値の再分配を通じた“報酬”
の不平等、「指導層」の“出現”にともなう一
方的統制関係の発生、生産計画の掌握にともな
う「指導層」による知識の占有としてとり結ば
れることになる。このとき、形式的には生産手
段は社会的な共同所有あるいは国有であるとし
ても、実質的に「指導層」がその全般的な処理
能力を保持しているとすれば、「指導層」と他
の生産者との関係は階級関係となる('9)。
資本主義世界経済と競争するためには、資本

主義社会で行われているように、生産者の“報
酬'，を低減させて財を低廉にし、生産者に対す
る統制を強化し、技術革新を促進して生産性を
上昇させる必要がある。このようなことが可能
であれば、世界市場における競争力を獲得する
こともできよう。しかし、このような諸関係は、
生産者相互の平等をモットーとする“社会主義”
という“大義”に反することになる。“社会主
義”の存続という名目のもとに、上記のような
関係をとり結べば、社会主義はもはや資本主義
への対立と抵抗の'〔デオロギーではなく、統合
と抑圧のイデオロギーへと変質する。
国家の権力装置による抑圧とイデオロギー装

置による統合によって、「指導層」（あるいは国
家装置の「官僚層｣）と生産者という基軸的な
階級対立を回避・隠蔽することで、現実社会主
義は国家社会主義(statesocialism)として完成
する(20)o国家の全般的な介入によって、生産
における社会諸関係（＝階級関係）が維持され
れば、財と産業によっては資本主義世界経済で
生産された財と競争することも可能になる。し
かし、再分配において不平等が生成し、あわせ
て労働の強度が強められれば(21)、その極点に
おいては労働生産性も低下するであろうし、資
本主義社会とは異なり、当該社会内部で企業間

競争が欠如している状況のもとでは、技術革新
も停滞することになる。実際のところ、具体的
な社会における事例をあげるならば、ソヴィエ
ト連邦の輸出品は発展途上国と同様の原料・一
次産品が主であり、他方輸入品は生産財を中心
とする工業製品であった(Clarkeeta1.,1993:
35)。
上記のような生産における社会諸関係のもと

で、このような貿易構造を示す交換を営めば、
不等価交換に帰結する可能性がある。それとい
うのも、このような産業では特に“報酬”は低
く抑えられ、他方では労働強化を強いられると
ともに、技術は労働集約的で必ずしも先端的な
それに依存していないからである。もしも、不
等価交換が生起するとすれば、世界システムの
中核へと現実社会主義諸国から価値が移転して
いることになり、まさにこれらの諸国は（あく
まで経済的にとらえる限りは）世界システムの
周辺へと組み込まれたことになろう(22)。もっ
とも、具体的なデータに示されるように、社会
主義諸国の貿易額はそれほど多くない。このこ
とは、資本主義世界経済と競争できる財や産業
が多くないことを示すとともに、安くて良質の
消費財が大量に流入することは、現実社会主義
社会で財を生産することの根拠を喪失すること
を暗に示すと解せよう。
ところで、抑圧的な階級関係は、被抑圧者に

よる階級闘争を喚起する。現実社会主義社会に
おける階級闘争は、まさに抑圧によって回避さ
れ、その抑圧が貫徹する期間はこの社会の関係
も存続するであろう(23)oしかし述べたように、
やがてこの社会の生産性は停滞し、重大な危機
に直面するし(24)、資本主義世界経済との貿易
を拡大するならば、不等価交換に帰結し、それ
による価値の流出は、再分配の前提となるこの
社会の剰余のストックを減少させるからやはり
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わけだ。この作業を通じて、現実社会主義にと
どまらず、たとえ真正な社会主義社会が存在し
たとしても世界システムと関連を持ち続ける
(あるいはその内部に包摂される）かぎり、当
該社会には危機的な傾向が発生し、その解体へ
のドライブがかかることを明らかにしてきた。
この作業においては、今日的な視点から見て生
成・存続・解体というフェーズを設定できる社
会主義の動態のうち、後の二つをとりあげてい
ることになる。
社会主義が少なくとも資本主義世界経済と関

連を持つかぎりは、解体に向かう傾向が発生す
るという結論は、いくつかの重大な理論的課題
を提起するように思われる。第一には、このよ
うな分析から窺える資本主義的関係の自己形成
力と、それに関連していずれにせよ一度は成功
した社会主義生成のそれぞれの根拠を明らかに
する作業があげられる。この点に関連して、世
界システム論においては、資本主義世界経済の
あとに続く世界システムとして「社会主義世界
政府」(socialistworldgovemment)を位置づけ、
全世界の社会主義化を構想しようとしている
(Wallerstein,1984:chap.14)。しかし、その具体
的な形成のプロセスについては一切述べられて
おらず、アジテーションだけに終わっている感
が強い。現実社会主義社会のシステム解体後の
展開過程、社会主義の生成と労働者階級の合理
的選択といった問題が新たな研究課題として提
示されたといえよう。
第二には、批判的社会理論の方法論をめぐる

問題である。なぜなら、批判という知的作業が
オルタナテイブの提示によって完結するのなら
ば、社会主義の解体は資本主義を批判するとい
う作業の完結を永久に不可能にするからであ
る。社会主義の解体は、資本主義批判のありか
たに変更を求めることになるかもしれない。

危機を深化させるであろう。
資本主義世界経済との競争において、危機に

直面した現実社会主義社会の対策としては、先
の不平等なシステムの導入と同様に、やはり、
"敵手”でありながら近代以後の社会における

唯一のオルタナテイブである資本主義に模範を
もとめること、すなわち市場システムの導入に
ほかならない。しかし、市場システムの導入さ
らには企業による価格の自由設定といった資本
主義的要素を導入することによって、“労働者”
の利用のあり方を含めた企業の活発化や自律的
活動を喚起することは、国家の全般的介入（＝
政治と経済の結合）を基礎にした、再分配によ
る搾取システムそれ自体の存在意義を喪失させ
ることにつながり、危機の回避はやはり困難で
あろう(25)。
こうして、現実社会主義社会も内的な階級関

係の動態に加えて、市場における交換および市
場システムの導入を通じて、解体の方向へと向
かうことになる(26)。この社会は、世界システ
ムの内部で一定期間存続するが、まさにこの社
会を支える基本的な関係によって生じる危機に
よって、最終的にシステムの内部に“溶解する”
ことになろう。この意味で、社会主義の崩壊は、
かなりの程度必然的の方向にドライブがかかっ
ているといえよう(27)o

４．結 塞叩

本稿では、世界システム論の理路に沿いなが
ら、それに修正を加えることによって、世界シ
ステムと関連を持った社会主義社会がたどる帰
趨を論理的に跡づけてきた。すなわち、当該社
会内部の社会関係を説明の基底に設定したうえ
で、そのような関係によって生産される財の交
換の当該社会への影響を理論的に分析してきた
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註
(1)"社会主義”がシステム内に存在するかどうかに
ついては、ウォーラステインとその「盟友」たち
とでは微妙な差異が存在する(Aminetal.,1990)。
いずれにせよ、異質な要素が存在しても、“社会主
義”がシステム内存在だと主張しうるのは、世界
システム論における資本主義の規定が世界的な市
場における交換の成立をメルクマールにしている
ことによる。かかる交換網によって形成される国
際分業が、世界システムの実質を成すのである。
このような世界システム論の資本主義規定は、従
来から批判の対象になってきた(Brcnner,1977;
Skocpol,1977)。

(2)工業化を推進したのは、いうまでもなく国家であ
る。社会主義という｢反システム運動」(antisystemic
movement)の目標が国家権力の獲得であり、加え
て工業化の推進のために国家を強化したことも
「国家間システム」(interstatesystcm)という資本
主義世界経済の「政治的上部構造」の論理に包摂
されていたという。「反システム運動」については、
(AITighi,Hopkins&Wallerstein,1989)。

(3)ウォーラステインによるヘゲモニーは、産業・軍
事・金融という三つの優位(edge)が一つの国民
国家によって確保されたときに発生する。世界シ
ステムの歴史的展開においては、オランダ、イギ
リス、アメリカ合州国という三つの事例が存在す
る(Wallerstein,1984opcit.:chap.4)。

(4)念のため断っておけば、市場における交換関係の
すべてが不等価交換というわけではない。いうま
でもなく、同一の位置にある国民国家間で財が交
換される場合には、字義どおりの価値法則が貫徹
し、等価交換が生起することになる。

(5)このようなタイプの議論としては、(Szelenyiand
Szelenyi,1994)。いうまでもなく、歴史的な事象の
生起に関する歴史理論においては、一貫した説明
図式による当該の事象の因果的説明が試みられる

必要があり、コンテインジェントな要因が考慮に
入れられるのはあくまで最終的な局面に限られる
べきである。ウォーラステインの主張を経済的な

文脈に置き換えるならば、1970年代以降の世界市
場の不安定と交易条件の悪化などが指摘されるべ
きであろう。

(6)ソヴィエト社会をめぐるこのような議論について
は、(Feheretal.,1983)。もっとも、批判的な社会
理論の潮流においてはソ連を「真の社会主義」と
把握するタイプのものは存在しない。

(7)周知のようにトロツキー(1992:376)は、世界資
本主義と共存する社会主義は歪められたものとな
らざるを得ず、この点で「一国社会主義」は不可
能であることを主張している。この主張に依拠す
るならば、世界システムと真正社会主義とを関連
させるわれわれの試みはある種の「思考実験」と
いうことになろう。

(8)これにたいして、資本主義社会の種差的な特徴は、
自由な賃労働、一般化された商品生産、拡大再生
産、経済権力と政治権力の分離、局地的権力の廃
絶である。これらの特徴は、この社会の構造を成
している。

(9)この概念に関しては、その内的な種別化も行われ
ている。例えば、バラウォイ(1985:29;1992)は
剰余価値の生産をめぐる関係をrelat ions in
production，その分配をめぐる関係をrelationsof
productionと規定している。

(10)このように措定される生産における社会諸関係
は、極めて抽象的な関係であり、生産様式という
レベルに位置づけられるものである。ウオーラス
テインの議論では、世界システムは「資本主義的
生産様式」という単一の「生産様式」から成立し
ていることが繰り返し強調されるが、この規定は
生産様式を交換関係だけから構成されるものと見
倣していることになる。それに対して、われわれ
は社会を存立するうえで最も基底的な生産のあり
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つまり、A=f(N,W,R)。欲求水準と福祉追求水
準とが、しばしば背反することはすでに指摘した。
ＷとＮが等しいければ、自然的資源充足水準が高
い社会ほどアウターキーの可能性は大きくな恥で
あろう。もっとも、具体的な事例のなかで最大の
国土を持つソ連でさえ、貿易を行っているという
事実はアウターキーの可能性が一般的にはほとん
ど存在しないことを示すといえよう。

(15）この場合、社会主義社会が資本主義世界経済で
生産された財の一方的な市場となることもありう
る。そのような場合には、社会主義社会からは貨
幣が流出することになるが、それは必ずしも不等
価交換を意味しないし、財をシステムに提供して
いないから国際分業の一環に組み込まれたと‘もい
えないであろう。

(16)こういったからといって、ここでの議論がなん
らかの社会主義諸国の具体的・歴史的な動態をそ
のまま跡づけるものでないことは強調しておきた
い。つまり、現実社会主義に先行する“段階'、と
して真正社会主義があるといっているのではない
ということだ。若干敷桁していえば、現実社会主

義が成立する過程､あるいはそれへの移行過程の
理論化は、当該社会の前資本主義的諸関係との関
連を考慮に入れて進められる必要があると思われ
る。それというのも、多くの現実社会主義社会に
おいてはその成立の時点では、資本主義への移行
を完了しておらず、前資本主義的諸関係が広範に
残存していたからである。加えて、この過程には
国際的な政治状況、軍事的背景が重要であること
も指摘されているとおりである。この点について
は、（和田,1992)。

(17)具体的な社会においては、社会主義の実現にイ
ニシャティブを行使した「共産党」の「前衛」と

それ以外の一般民衆との差異がこの文脈で大きな
意味を持つ。現実社会主義社会では、そもそも始
めから平等など実現されていなかったわけだ。

方の差異を重視し、生産様式を規定する。したが
って、措定した生産における社会諸関係はそれぞ
れ、資本主義的生産様式と社会主義的生産様式と
いうレベルの関係として設定されていることにな
る。

(11)従来、社会主義社会においては労働力の商品化
が廃絶されることによって、商品経済それ自体、
さらには貨幣も消滅するという議論があった。す
べての商品をつくり出す商品である労働力が、商

品であることを止めることによって商品が廃絶さ
れるというわけだ。商品が廃絶されてしまえば、
その交換の論理を特定することもできなくなる。

(12)素朴な史的唯物論によれば、生産力と生産関係
の矛盾を止揚することによって社会主義は成立す
るから、真正社会主義においては生産力が資本主
義社会よりも高いという想定もありうるかもしれ
ない。しかし、ここでの議論は世界の大部分が資
本主義システムに包摂されていることが前提であ
り、上記の矛盾も部分的なものにとどまっている
ことになる。したがって、両者の技術体系はほぼ
同程度と考えるのが妥当であろう。

(13）しばしば、社会主義社会においては技術革新は
無制約かつ無限に進展することが想定されるが、
このことを許容する論理は存在しない。例えば、
プルス（1973：（訳）36-37）は社会主義のもとで
の技術革新にはいくつかの有利な条件が存在する
ことを指摘しているが、技術革新と生産者の厚生
との関連は必ずしも考慮されていないし、技術革
新の速度が資本主義を上回る根拠は提示されてい
ない。具体的な社会主義社会の分析においても、
効率性と福祉・連帯とがしばしば背反することが
指摘されている(Komai,1986:(訳)153)。

(14）当該社会におけるアウターキーの可能性
(Autarky)は、当該社会における物的な欲求水準
(Needs)、福祉追求水準(Wel伽e)、自然的資源充
足水準(Resouces)の関数として表せるであろう。
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(1８)実際の「現実社会主義」社会においても、再分
配(redistribution)を通じて社会的な不平等が絶え
ず再生産されてきたことが明らかになっている
(Nee,1989;1991;Walder,1992)｡ちなみに、このよ
うな産業や生産者に対する差異づけについては、
具体的な事例としてはスターリン時代の重工業の
重視や農民の強制労働を想起されたい。

（19)現実社会主義の社会に階級が存在するかどうか
という問題は、長年にわたって議論されてきた。
例えば、フェヘェールたち(1983opcit:(訳）
127,129,132)は、ソ連や東欧の社会において官僚
制の成員とその他の民衆との利害対立を認めなが
らも、階級分析が抽象的で社会的分業による不平
等の役割を軽視している点などを指摘して、分析
の中心から放棄している。他方でセレーニー
(1982)は、東欧社会における知識人の社会的位置
を特定する作業において、それを階級として規定
しようとする。その際の根拠としては、知識人が
官僚制の成員と頻繁にポストの交換があり、再分
配による剰余の収奪の恩恵を受けており、権力の
手段としての知識を持っていることがあげられて
いる。セレーニーは、生産手段の所有をその処理
能力(disposition)と同一視することによって、階
級概念を規定することに疑義を提示している。し
かし、われわれは先進資本主義社会において普遍
化する「所有と経営の分離」や「会社所有」のも
とで、経営者を資本家階級に位置づける際に採用
される所有概念の変換が、この文脈でも適用可能
であると考えている。もっとも、こういったから
といって現実社会主義社会の階級関係と資本主義
社会のそれとが同一であると主張するつもりはな
い。

(20)国家社会主義の経済モデルは、以下のように描
けよう。一定程度自律性を与えられた、各企業の
生産能力の自己申請を受けて、党と官僚によって
生産計画が策定される（指令経済Ｃｏｍｍａｎｄ

economy)。しかし、企業は生産ノルマを低めに申
請する一方で、指令を的確に果たせるように生産
資源を多めに確保しようとすることや、そもそも
消費あるいは需要を正確に計画することができな
いことから、財の一方における不足と他方におけ
る過剰が普遍的に発生することになる。いわゆる
「不足の経済」（コルナイ）が、それである。現実
社会主義の経済については、(Chavance,1990)も
参照。

(21)資本主義社会では、第二次世界大戦後の「フォ
ード主義」(Fordism)の展開に示されるように、

労働組合の活動による賃金上昇が生産性上昇の範
囲で達成されることによって、労働の強度を強め
ることを可能にしていた。しかし、現実社会主義
社会においては、そのような形での“報酬”上昇
は容認されていないために、労働強化それ自体が
困難になることもありえよう。その場合にも、生
産性上昇は困難である。

(22）この点については、若干の留保が必要である。
ソヴィエト連邦は、資本主義諸国だけでなく社会
主義諸国に対しても同様に、原料を主とする輸出
を行い、工業製品を輸入している。しかし、この
ようなコメコン諸国への貿易は、輸出品に関して
ソヴィエトの利益になるように価格が設定されて
いた(Chavance,1990:(訳)135)。したがっても
しも、コメコン諸国間においてはソヴィエト連邦
に価値が流入しているならば、ソ連は半周辺とい
うことになる。ウオーラステイン(1991-a:88)は、
革命以前のロシアを典型的な半周辺国として位置
づけているが、この位置は革命以後（特に第二次
世界大戦後）も存続していたことになる。さらに、
ソ連からの価値の流出に関しても1970年代を通じ
ての石油価格の高騰がこれを否定する方向に作用
した可能性もある。加えて、社会主義諸国におけ
る貿易の重要性は、量だけでなく質の点から考慮
される必要があろう。
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1994)。経済システム全体への改革の効果について
は、それが部分的であるうちはかえって事態を悪
化させることも指摘されている。

(26)断っておけば、現実社会主義の崩壊の後、これ
らの社会が資本主義へと移行しつつあるかについ
ては、議論がある。資本主義社会への移行が完成
するためには、社会の基軸的な階級関係が資本と
賃労働者からなるそれへと転換する必要がある。
この点について、クラーク(1993:53)は、企業の
経営者が資本主義的な利潤拡大を志向する資本家
への転換を遂げていないことをもって、資本主義
への移行に否定的な見解をとっている。中山

(1993)も、ほぼ同様の観点からソ連崩壊後のロシ
アの状況を「疑似資本主義」と規定している。そ
れに対して、バラウオイたち(1993:88)は、この
ような経営者の性向を商人資本家(merchant
capitalist)への転換と位置づけている。社会主義崩
壊後の展開過程のモデル分析としては、
(Przeworski,1991)。

(27)本稿での分析は、世界システム論の理路に沿っ
て展開されていることもあり、主として経済的レ
ベルに議論が限定されている。しかし、具体的な

社会の現実社会主義の崩壊過程においては、政治
過程や「情報」などのイデオロギーの影響が大き
な意味を持っていることはいうまでもない。本稿
は、それらの過程の基礎にある動態を考察したこ
とを確認しておきたい。

(23）この点に関連して、現実社会主義における労働
組合は、“報酬”や職場の状況に関して何ら交渉す
る権限を与えられていなかったし、「官製の」組合
ではなく独立した労働組合を結成しようとする運
動は早くから展開されてきたが、そのつど弾圧さ
れてきた(Clarkeetal.,1993opcit:122-123)。もつと
も、だからといって労働組合は労働者に対する完
全な抑圧装置というわけではなく、住宅や生活物
質の提供を賄うなど福祉的な機能を果たしていた。

(24）このとき、何らかの原因で生産者に対する“報
酬”が上昇する場合には、財の価格も上昇する可
能性がある。これにたいして、計画当局が財の価
格を据え置くならば、世界市場における競争力に
影響は現れないものの、投資のストックとしての
剰余は減少し、やはり危機につながる。このよう
な“報酬”の上昇の一つの原因は、労働力不足に
もとめられるが、これは突発的な生産拡大に備え
て各企業が過剰な労働者をストックしていること
に起因している。具体的な社会の事例をあげるな
らば、ソ連においては「賃金」の上昇圧力が1970
年代以降著しかったことが明らかにきれている
(q,avance,1990叩cit.:(訳)31-34)。

(25）ソ連などの現実社会主義社会で一連の改革を主
導しているのは、改革によってかえって自己の支
配基盤を最終的には喪失することになる党幹部一
官僚層であった。にもかかわらず、彼らが市場の
導入に積極的だったのは、部分的な市場システム
の導入は特に企業の経営者層には所得を拡大する
機会を与えることになるからである(NeeandLian,
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